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第 1 章  研究の概要 
1−1 論文の構成 
本研究の構成は以下のようになる。	
n 第 1章 研究の概要 
本研究の背景、目的、仮説、研究方法及び既往研究について述べる。	
	
























































	 	 法務省の「在留外国人統計」2015 年 12 月末の公表によると、留学を理由に日本に
居住し始める人も年々増加している。2014 年度に「留学」の在留資格を有する外国人が
日本の企業への就職を目的として行った在留資格変更許可申請の人数は 14170 人であ









                                                   
1	 法務省「 平成 26 年における留学生の日本企業等への就職状況について」により 
  http://www.moj.go.jp/content/001153834.pdf	
	





まず、「80 後」というのは中国で 1980 年 1 月 1 日から 1989 年 12 月 31 日までの間に
生まれた世代のことを指している。2015 年末の時点で、「80 後」の年齢は 26 歳〜35 歳
である。また、日本の国勢調査にあたる中国の人口普査（10 年に 1 回）の最新版（2010




	 まず歴史背景から見ると、大きな変化が 2 つある。1 つ目の変化は鄧小平の指導の






年ごとに生まれた子供は「80 後」、「90 後」、「00 後」と呼ばれている。	
	 「80 後」の特徴としては①両親の世代を苦しめた文化大革命（1966 年 5 月〜1976


























1980 年から 1989 年に生まれた中国人のことを指す。	
2. 「70 後」	 	
1970 年から 1979 年に生まれた中国人のことを指す。	
3. 「60 後」	




	 	 	 	 日本での居住期間の総年数が 5 年以上を長期居住とする（帰国時を除く）	
6. 東京都心	
中央区、千代田区、港区、新宿区、渋谷区の都心 5 区のことを指す。	
7. 東京 23 区西部	
板橋区、豊島区、中野区、練馬区、杉並区、世田谷区、品川区、大田区、目黒
区を指す。	

































	 	 「80 後」の実際の居住を把握するため、東京入国管理局（品川）で「80 後」を見つ
け調査を依頼する方法によって、東京圏に居住する「80 後」を対象としたヒアリング調
査を実施し、来日後の居住状況を把握する。	
	 	 ③	 戦後の来日中国人の居住に関する文献調査	






                                                   
2	 「東京都の統計」の「外国人人口」平成 12 年〜平成 27 年の 1 月末時点の区市町村別 10 カ国外国人人口による 
	































	 	 	 在日外国人の居住問題に関する既往研究は多くある。例えば、東京都の日本語学
校に通う外国人就学生を取り上げ、彼らの居住選択と居住移動に着目し、来日外国人を
取り巻く居住状況の特徴が清水(1997)の研究によって明らかにされている。	
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第 2章 東京都における在日中国人の全体像	
 2−1 東京都における在日中国人の概要 
  2−1−1 在留資格別から見た変化 
	 	 	 外国人が日本に滞在するために、在留資格（ビザ）をもつ必要があるため、滞在
する外国人に対しては以下のビザが与えられる。「出入国管理及び難民認定法」で定め












	 	 また 2006 年〜2015 年の期間中におよそ 500％以上の増加率となった在留資格は報
道、投資・経営、医療であり、200％〜500％以上の増加率となったのは特定活動、永住
者、永住者の配偶者などであり、0％〜200％以内の増加率となったのは企業内の転勤、
                                                   
3	 第 2 章と第 3 章に用いた中国人に関するデータは統計上の制限により、中国大陸出身者のみのデータがないため、台湾
人、香港人もデータ中に含む。 
	 	










表 2-1-1-1 法務省の在留外国人統計 2006年〜2015 年の公表データにより作成 
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	 	 図 2-1-1-1 からみると、2006 年〜2015 年東京都における「人文知識・国際業務」と
「技術」の在留資格を所有する在日中国人は 2006 年〜2009 年まで増加してたが、2010
年〜2012 年は減少となり、2013 年から 2015 年は再び増加となった。それは日本で仕事
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図 2-1-1-1 2006 年〜2015 年東京における在日中国人の在留資格別の変化 
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2−1−2 東京都「80 後」の人口数の変化について 




人（その 1）中国人」は 5 歳階級で統計されたため、各歳の人口数データは取得できな
かった。）	
図 2-1-2-1 からみると、左縦軸は 2009 年と 2012 年〜2016 年東京都に登録してい
る中国人「80 後」の人口数であり、右縦軸は 2009 年〜2016 年日本人「80 後」の人口数
である。まず、中国人「80 後」の人口は年々減少し、特に 2012 年と比べ 2013 年の減少
率は 4.03%であり、2012 年から 2016 年にかけ 5 年間中に最も減少した年となる。それに
対して、東京都に登録された日本人「80 後」は 2009 年から 2016 年かけ人口数は増加す
る一方であるが、増加率をみると、2010 年は前年より約 2.62%人口増えたが、2016 年に
成ると、前年よりの増加率は約 0.67%となった。	
	 	
                                                   
5	 法務在留外国人統計（旧登録外国人統計）2009 年、2012 年〜2016 年
http://www.moj.go.jp/housei/toukei/toukei_ichiran_touroku.html 
	 	




図 2−1−2−1 2009 年〜2016 年東京都に在留する中国人「80 後」と日本人「80後」の人口変化  
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	 	 図 2-1-2-2 は 2012 年〜2016 年の中国人の生まれ年別の人口変化図である。この図	
からみると、2012 年〜2016 年東京都の中国人増加の最も多い世代は「90 後」であり、
それは「90 後」はちょうど 18 歳〜26 歳の年齢にあたり、すなわち日本の大学もしくは
大学院に進学する年齢でもあるため、その時期に留学をきっかけに来日したと考えられ
る。	
	 	 次に緑線をみると、1989 年と 1983 年生まれの「80 後」は一時増加傾向を示した以
外、残りの「80 後」の人口はすべて時間の経過とともに減少している。特に 80 年代後
半生まれの「80 後」は 80 年代前半生まれた人より減少が激しい。それは、留学を終え
た後に帰国する「80 後」も大勢にいると思われる。	
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 2-1-3 東京都「80 後」の配偶関係について 
		 		2010 年の国勢調査6によると、東京都の在日中国人の配偶関係は図 2-1-3-1 の示し
た通り、20 歳〜24 歳の既婚者数はまだ全体の約 1 割であるが、25 歳〜29 歳の既婚者数
が 4 割まで増加し、30 歳以上の在日中国人の既婚率が 7 割以上であることがわかった。
換算すれば、2010 年時点では「80 後」の既婚率は約 27.4%である。	
また、東京都に居住する日本人の配偶関係（図 2−1−3-2）からみると、2010 年ま
では日本人「80 後」の既婚率は約 14.0%であり、30 歳〜35 歳から既婚者数が著しく増加
し、全体の 5 割近くまで伸びている。その後の世代の既婚増加率は一段落減少したが、
50 代になるまでは全体の既婚者数は増加し続けた。	
比較してみれば、全体的に中国人の既婚率は 20 代後半から 30 代後半まで増加
し、その後は安定傾向が見られ、つまり配偶関係による家庭構成の変化が 20 代後半から
30 代後半までの約 10 年の間に最も変化したことわかった。一方、日本人の既婚率の増










                                                   
6
	 平成 22 年国勢調査結果」（総務省統計局） 
（http://www.e-stat.go.jp/SG1/toukeidb/GH07010101Forward.do） 
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2-1-3-1  2010 年東京都における中国人の配偶関係 
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2-1-3-3  2010 年東京都における日本人・中国人の既婚率 
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2−2 東京区都における在日中国人の居住地の変化  





1) 新宿区に居住する在日中国人口数は一時（2008 年〜2010 年）江戸川区に超えられ
たが、それ以外つねに最多数の在日中国人の居住地の区となっている。	
2) 2000 年時点では、江戸川区の在日中国人の居住者数は 3 位だったが、2005 年に当
時 2 位だった豊島区を超え、さらに 2008 年に 1 位だった新宿区を抜き、1 位を維持
していたが、東日本大震災の影響で 2011 年から在日中国人の居住者数が減少しは
じめた。ただし、2013 年から 2015 年ふたたび増加現象が見られた。	
3) 江東区は 2000 年の時点で、在日中国人口数が 10 位だった、その後人口が一向に増
加し、2011 年にようやく板橋区を超え 4 位になり、それ以降も 4 位を維持しつつ、
トップ 3 位（新宿区、豊島区、江戸川区）との差を縮小している。	
4) 2000 年まで在日中国人口数が 3 位、5 位と 7 位だった板橋区、北区、中野区は 2015
年の時点に、それぞれ 5 位、7 位と 13 位に落ちた。特に中野区は 15 年間のうち、
2004 年の人口数 4854 人を超えた年は 2015 年だけである。	
	 	
                                                   
7	 東京都の統計 「東京都統計年鑑」の人口・世代 
 http://www.toukei.metro.tokyo.jp/tnenkan/tn-index.htm#h21 
	 	










表 2-2-1 2000 年〜2015 年東京都における在日中国人の居住地の変化 
	 	
              第 2 章 東京都における在日中国人の全体像 
	 -	23	-	
	 	図 2-2-1 2001 年〜2015 年東京区部における在日中国人の居住地の変化 
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また、各区の 2000 年から 2015 年までの人口変化がどういうふうに起きたのかを明ら
かにするため、縦軸を 2001 年〜2015 年の各区の在日中国人の人口増加率とし、横軸を
各区の 2015 年時点の在日中国人口数とし、図 2-2-2 に表す。	
	 	 まず、区部における在日中国人の平均増加率からみると、平均増加率を上回る区は
計 10 区であり、うち中央区、台東区、千代田区、荒川区、江東区の 5 区は 300％以上の
増加率を持ち、残りの葛飾区、墨田区、足立区、港区、江戸川区、大田区に合わせ、以
上の 11 区に在日中国人の流入人口が大勢にいると考えられる。	
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	 中央区、千代田区においては、2001 年時点で 2 区とも 1000 人未満であり、23
区のうち在日中国人の最少の 2 区であったが、それぞれ 2004 年と 2011 年から




	 この 5 区の増加率は全体増加率の 203.5%より 50%以上もあり、在日中国人の流
入が多い区である。特に台東区（365%）、江東区（314.1％）、荒川区（319.1%）の
3 区の増加率が目立つ。まず江東区を分析してみると、江東区は人口減少に苦しん










この 7 区は 2001 年の時点で中国人の人口数が最多の 7 区であり、2015 年では
















	 以上の 9 区の大きな特徴は中国人の人口増加はあったが、他の区より緩やかで	









































































図 2-2-3 2001 年〜2015 年東京区部の日本人の人口とその増加率 
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2-3  中国大都市における「80 後」の居住状況 
①中国大都市住宅価格と年収の関係	
本節では、中国指数研究院8が 2016 年 11 月に発表した統計データを用いて分析する。
表 2-3-1 は中国の都市別住宅の平均価格（平米/元）であり、深圳市の平均の平米価格は
全国 1 位（約 89.79 万円）であり、2 位は上海市（約 67.36 万円）、3 位は北京市（約
67.36 万円）である。ただし、他の大都市の広州市（約 31.95 万円）や杭州市（約 32.76
万円）の平均価格は上海市の約 1/2 であり、内陸都市の重慶市は北京市のおよそ 1/6 以
下であることから、旧一線都市の住宅価格の高騰はかなり深刻であり、中国の不動産価
格は地域によって大きなばらつきがあると考える。	
	 	 また、日本の国土交通省の土地・建設産業局9が発表した日本都市部及び東京都 23
区の住宅価格と比較したところ、まず全国から見れば、北京市、上海市、深圳市を除
き、杭州市と広州市は大阪市、横浜市を上回り、中国百都市の住宅価格は横浜市とほぼ






                                                   
8 中国房地産協会と国務院発展研究センター（政府機関）などによって 1994 年に設立されたシンクタンク 
9 国土交通省 土地・建設産業局 地価調査課 平成 28 年住宅地「平均」価格 
http://tochi.mlit.go.jp/chika/kouji/2016/pdf/49.pdf 
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表 2-3−2 は中国智联招聘が発表した 2015 年中国大都市のホワイトカラーの平均年収
の結果である。最も高い都市は北京市（約 14.51 万円）、次は上海市（約 14.03 万
円）、深圳市（約 12.43 万円）の順である。また、住宅価格をホワイトカラーの平均年











	まず、朱（2012 年）は 2010 年に 985 プロジェクト10大学卒の「80 後」（4655 人）を
対象者に調査をした結果、一人っ子の人数は 41%、既婚者は 25%、北京、上海、広州に	
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居住する人は 29%、平収月収は 4395 元（約 5 万 5 千円11）。また、調査対象の持ち家比
率は 21%、未婚者の持ち家比率は 9%、既婚者の持ち家比率は 59%であった。また、約 68%
の「80 後」の両親は住宅を購入する際に経済的な支援を与えると回答し、さらに一人っ
子の家族にいてはこの傾向が強まる。	
	 	 また、欧陽（2011 年）の調査では、「80 後」の住宅購入の行為と働く年数に関係が
あり、社会人 3 年以下の人の持ち家比率は 15%、3 年〜5 年は 26.2%、6 年〜10 年は 45．
9%、10 年以上は 61.1%であった。また、結婚を理由に住宅購入者は 50.3%、未婚者の持
ち家比率は 14%、既婚者の賃貸率は 16．4%であった結果が分かった。	
	 比达咨询の「58 同城 2016 上半年租房市场报告」12によると、2016 年上半期の中国
の賃貸住宅市場では、旧、新一線都市の賃貸者の 36%は「80 後」、59%は「90 後」であ
り、旧、新一線都市以外の都市において賃貸者の 29%は「80 後」、64%は「90 後」であ
る。また、2016 年 6 月時点では上海市の平均家賃は 5133.91 元（約 8 万 3 千円）、北京
市は 4743.98 元（約 7 万 7 千円）、深圳市は 4086.32 元（約 6 万 6 千円）、広州市は






l 2010 年時点の調査では、「80 後」の既婚者の持ち家比率は約 5 割であり、賃貸の比
率は約 2 割である。また、働く年数が長くなるほど、持ち家比率が高くなり、6 年
〜10 年働いた「80 後」の持ち家比率は 5 割近く登った。	
	
                                                   
11	 100 元＝1258 日本円として計算 2010 年 12 月 15 日の為替に準じて 
12 2016 年 9 月 6 日《58 同城 2016 上半年租房市场报告》http://www.cnit-research.com/content/201609/9238.html 
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第 3 章 戦後の在日中国人の居住の変化	
 3−1 人口数の変化 
   	 まず、第二次世界大戦終了後、「東京都統計年鑑」昭和 30 年版の外国人人口
により、1955 年東京区部において、在日中国人の人口数は 12242 人であり、外国人総数
72575 人のうち、朝鮮・韓国籍（51024 人）につぎ第 2 の外国人グループであった。しか
し、1955 年から 2002 年まで、在日中国人の人口数はおよそ 7.3 倍に増加し、89109 人と
なり、初めて東京都区部の朝鮮・韓国人の人口数を超え、2007 年以降は人口数 1 位の外
国人グループを維持している。	
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					その後、1990 年から 1993 年にかけ再び増加に回帰したものの、1993 年から 1995
年までの増加が極めて緩やかでそして停滞していた。この理由に関して、バブル崩壊の
影響で一時日本に新たに流入する中国人が減少したと思われる。	
	 	 	 90 年代後半から、特に 1995 年から在日中国人の人口数が増加に転じ、以降安定
的な増加の傾向が見られる。	
 


























図 3-1-2 昭和 31年〜平成 12 年「東京都年鑑」の外国人人口数により作成 
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 3−2   居住地の変化 
	 	 	 ここでは、「80 後」と違う世代の「60 後」もしくは「70 後」の来日中国人の東
京における居住地の変化ついて論じるため、⑴1980 年以前の来日中国人	 ⑵1980 年〜
1990 年の来日中国人⑶1990 年〜2000 年の来日中国人、以上の三つの時期について、彼
らの東京における居住地について分析する。	
	 	 ⑴1980 年以前の来日中国人の居住地について	

















	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	















1990 年から 1994 年まで年東京区部の在日中国人数は一定の増加率を維持していた
が、1995 年から 2000 年までの在日中国人の人口は横ばいとなった。特に豊島区の在日
中国人の人口の減少は顕著である。それに対して、板橋区、足立区、江戸川区、江東区
の在日中国人の人口の増加がこの 5 年間に加速していた。また図 3-2-1 からみると、




	 	 これは、80 年代後半に留学や研修など目的で来日した中国人が一定期間の居住を経
て、都心部（新宿区や豊島区）から区部の東部（江戸川区、江東区）もしくは北部（板	
	
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	





登録者数の増加は 1995 年から始まった。1995 年までの在日中国人は三千人未満である































































































































































図 3−2-2 1979 年〜2000 年都心 3区の在日中国人人口 
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	 	 	 埼玉県川口市は荒川を隔てて東京都と接しており、東京駅からの距離が約 15km で
あり、JR 京浜東北線、武蔵野線、埼玉高速鉄道などの交通機関を介して、東京都心から
のアクセスも便利なため、ベッドタウンとして有名である。また、川口市の「人口統
計」で 2015 年 12 月末時点川口市の居住人口は約 58 万であり、また外国人の人口数は
25263 人である。うち、中国人の人口数は 15238 人で、埼玉県内の在日中国人の自治体
の 1 位でもある。 
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図 3−3−3 芝園団地配置図 （UR都市機構により） 
図 3−3-2 川口芝園団地の位置 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	













留する中国人は、全体の 75％あまりを占めたが、その後、1 都 3 県に占める東京都在留
中国人の割合が低下し、都心から離れ周辺へ分散し、在留中国人の近郊の諸県への分散
化傾向がわかった。	
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第 4 章 東京圏における「80 後」の居住の実態 
 4−1 ヒアリング調査の概要  





法務省の在留外国人統計の 2015 年 12 月末の公表データによると、東京都に登録してい
る 25 歳〜35 歳の「80 後」の男女比率は以下の図 4−1−1 の通りであり、女性の人数が男
性の人数より約 1.26 倍多いため、ヒアリング調査で対象者を性別に意識を持って選択





	 図 4−1−1 2015 年 12 月東京都に在留する「80 後」の人口	
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は 14 人、女性は 15 人である。全員が 1980 年〜1989 年の間に中国で生まれた人であ
る。	
まず、調査対象の個人状況をまとめる。	
1. 出身地について、5 人は上海市の出身であり一番高い割合を占めており、2 人は
北京市の出身で、2 人は遼寧省大連市の出身であり、残りの 20 人はそれぞれ中
国 14 省の出身である。	
2. 現在の身分について、社会人が 26 人であり、専業主婦が 2 人であり、学生が 1
人のみである。細かく分類すると、社会人 3 年目以下の 16 人であり、4 年目か
ら 6 年目は 7 人、7 年目以上の人は 3 人である。	
3. 年収について 400 万円以下の人は 14 人、401 万円〜600 万円の人は 9 人、601 万
円以上の人は 4 人、収入がない人は 2 人である。	
4. 来日年数について、5 年以下の人は 5 人、6 年〜10 年の人は 21 人、11 年以上の
人は 3 人である。	 	
	 	 次に、調査時点の居住状況をまとめる。	
5. 居住形式について、マンジョンと回答した人は 15 人（およそ半分）、アパート
と回答した人は 8 人、一戸建てと回答した人は 6 人である。	
6. 所有形式について、持ち家は 13 人であり、賃貸は持ち家よりやや多く 16 人で
ある。	
7. 日本での引越し回数について、2 回（2 回を含む）以下の人は 7 人、3 回の人は
14 人（5 割近く）、4 回の人は 5 人、5 回（5 回を含む）以上の人は 3 人である。	
8. 同居人について、一人暮らしの人は 6 人、友達またはパートナーと居住する人
は 8 人、配偶者と居住する人は 10 人、配偶者と子供と居住する人は 5 人であ	
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	













など金銭面を重視する人は 8 人、自然環境の豊かさ、町の土柄なども 2 人で提
起された。	
	 	 	
	 	 	 以上のヒアリング結果を用いて、幾つかの視点から考察していきたいと思う。	
	
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	




 4-3-1 動機から見た居住地移動 




	 	 	 	 まず、「学校関係」を動機に居住地を変更した人は、今回のヒアリング調査で
計 29 人のうち 25 人であった。「学校関係」は日本語学校から大学または大学院に進学
することを指す。しかしながら、29 人のうち 2 人（A、B）の居住地の変化の回答を得
ず、また名古屋、京都からきた 2 人の「学校関係」による居住地の変化は東京圏内に属




線距離を表 3−3−1-1 にまとめたところ、20 人の平均移動距離は 20.0km であった。	
まず居住地の移動の直線距離が 20km 以上を上回る人はそれぞれ S、D、a、Y、F、






→新宿区）、H（杉並区→江戸川区）の 5 人である。さらに、この 5 人のうち、	
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Y と U だけは東京都市部から区部内に移動したことが分かった。したがって、以上の 9
人は進学した学校の立地が前居住地と離れた結果、居住地を変更したと考えられる。ま
た、8 人のうち 5 人は学校の寮もしくは友達とのシェアハウスから一人暮らしに変化
し、3 人は寮もしくはシェアハウスを継続し、1 人（H）は一人暮らしが続けたと答え
た。	
続いて、居住地の移動の直線距離が 10km〜20km の 5 人の回答者の移動路線を整理
してみた。それは T（豊島区→大田区）、J（板橋区→文京区→北区）、W（千葉県市川
市→江東区）、Z（埼玉県川口市→板橋区→豊島区）と Q（葛飾区→北区）であり、東京
都市部または東京都外から東京都区部内に移動したのは C、W、Z の 3 人であり、しかも
移動方向は都心へと動き、T、J、Q は前居住地より都心と反対方向へ動いたことが分か
った。	
	 	 また、居住地の移動の直線距離が 10km 以下と回答した人は 6 人であり、そのうち R
（北区→豊島区）と L（新宿区→中野区）は隣接する区部に移動し、残りの c（渋谷
区）、N（新宿区）、K（新宿区）と X（新宿区）は同じ区部内に移動したことが読み取




	 	 間取りの変化からみると、寮生活と友達のシェアハウスから居住を始める人は 15 人
であり、その後の進学により 10 人は多人数用の部屋から一人暮らし用の部屋に変わり、
5 人は引き続き多人数用の部屋に移動した。また、最初から一人暮らし用の部屋に住ん




	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	










































































































































































































































































































































































































































































































































































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	





	 	 	 	 続いて、「仕事関係」による居住地の移動について分析する。なお、「就
職」、「転職」または「転勤」は全部「仕事関係」と認める。	
	 まず、「仕事関係」を居住地の移動の動機と回答した人は 20 人であり、そのうち




移動はまだ発生していない。S は 3 回の転職を経験し、全移動距離は他の調査者より長
く、おおよそ 150.3km の距離であり、大学の所在地にある神奈川県から茨城県に移動
し、その後江東区に居住した。	





	 また、居住地の移動距離が 10km〜30km の移動は 3 人の H、V と W であり、H と W は
東京都区部内の移動だったが、V は先ほどの a さんらと同じく、職場移動のため千葉県
千葉市から東京都区部内に移動した。	
	 最後に、「仕事関係」で 10km 以内の移動は計 8 人であり、半分近くの調査対象が
「仕事関係」による移動距離が 10km 以内である。8 人のうち東京都の外部移動した人は
なく、同じ区内に移動したのは Y（板橋区）、K（北区）、Z（豊島区）、X（新宿区）の
4 人、K（JR 山手線）と M（京王線）は利用する鉄道会社を変えずに同じ沿線内に移動し
たことが分かった。	
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	








	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	



















































































































































































































































































































































































































































































































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	




	 	 	 	 有効回答者の数は 12 人であり、先ほどの「進学関係」のための回答者数 25 人
と「仕事関係」のための 18 人に続き、3 番目に多い移動動機となる。12 人の平均移動距
離は 5.43km である。東京圏外への移動と外部から東京圏内への移動も見当たらず、V さ
ん（千葉県内）以外の全員が東京都内での移動である。	
	 	 	 移動距離から見ると、10km を上回る調査者（C）が一人しかいなく、また 5km を
超える人はそれぞれ U、b、D、V、L と Z の 6 人であり、残りの c、Q、P、J と N の 5 人は
5km 以内の移動だった。	
	 	 さらに、結婚のために居住地を変えた人は C、b（学芸大学駅〜駒沢大学駅の直線距














	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	














































































































































































































































































































































































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	




	 	 	 	 合計 7 人であり、そのうち有効回答数が 6 人である。また、6 人の平均移動距離は
6.28km であり、今回の調査で「同居人の増減（結婚）」による移動の平均距離より「自分
の家が欲しい」のほうは数値が大きかった。	
最初に、T、R、Z、W、M の 5 人の動きを分析する。同じ区部または市部に移動し
たのは Z（豊島区）と M（調布市）であり、移動距離も 6 人のうち最短の 2km 以下となっ
ている。続いて、残りの 3 人はそれぞれ T（渋谷区→新宿区）、R（中野区→練馬区）、
W（豊島区→板橋区）であり、共通点としては 3 人とも前居住地の区から隣接する区に移















	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	






















































































































































































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	




			 今回のヒアリング調査で「その他」の理由で居住地を移動した人は C、E、X と G の
合計 4 人であり、該当者が最も移動理由としない動機でもある。	
	 	 C と E は同じ最寄駅での移動である。C の移動理由は、「最初は 1 階に住んでいた
が、日当たりが悪く、湿気も強いため、生まれらばかりの子供にも良くないと考え、同
















	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	






















































































































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	




ここでは、移動範囲を東京都心、東京 23 区東部、東京 23 区西部、東京市部、東京都外
を 5 区分に分け分析する。	
	
       東京都心         3 人 
    東京 23 区東部   1 人 
１区分内の移動                   東京 23 区西部   1 人 
                                東京市部         1 人 
	
 
                  東京 23 区西部  ⇔ 東京 23 区東部  5 人 
                   東京 23 区西部  ⇔ 東京都外      2 人 
                                     東京 23 区西部  ⇔ 東京市部     2 人 
   ２区分内の移動                  東京 23 区西部  ⇔ 東京都心       2 人 
                                     東京市部       ⇔ 東京都外     3 人 
                        東京市部      ⇔  東京 23 区東部    1 人 
          東京都心      ⇔ 東京都外        1 人 
 
  
                          東京 23 区西部   ⇔  東京 23 区東部   2 人 
         東京都外 
 
                            東京 23 区西部   ⇔  東京 23 区東部    1 人 
  ３区分内の移動               東京市部 
 
                       東京 23 区東部   ⇔  東京都心  1 人 
         東京都外 
 
                東京都心 ⇔  東京市部  1 人 
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	 	 全体的にみると、1 区分内の移動をする人は 6 人であり、3 区分内の移動をする人は 5 人




i. 所有形式が持ち家である「80 後」は 14 人であり、彼らの平均来日年数について、b
さんの来日年数は約 3 年であり、残りの 13 人は全員最短 5 年以上日本に滞在経験を
持ち、また、14 名の調査者の平均来日年数は約 8.1 年であることから、来日年数が
8 年を超える「80 後」は、すでに日本で住宅を購入した可能性がかなり高いと推測
する。	
ii. 表 4-3-2-1 回答者 29 人の居住移動回数と総移動距離の関係をまとめた表である。こ
こで、平均移動距離が長くなるにつれ、持ち家である対象者の割合が少なくなり、
毎回の平均移動距離が 10km 以下 16 人のうち 9 人が持ち家であることから、10km を
短長距離移動の分割基準とし、長距離移動する「80 後」より、比較的に短距離で移
動する「80 後」は住宅を持っている人数の割合が高くなる。	
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vi. 図 4−3−1-4 の「自分の家が欲しい」による居住地の変化において、調査対象の平均
の移動距離は 6.28km で、「同居人の増減（結婚）」よりやや遠くなることになる。こ
こでは、住宅を購入した理由について「帰属感が欲しい」、「将来子供のため」、「引	
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	












	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	










 m Ú¥Öi    ÇÆ RV>U
6 m Ú¥ÖiHaÅHaÅ@?ª    Mq WYTXY
5 ¦ H¤¯¥hHÄHÕ¥¸    Mq 
E m VrH´jHZÅHII    ÇÆ RV>U
3 m ÂHª¨HÃÎ 	  	 ÇÆ RV>U
4 ¦Ú¥ÖiHaÏHlbLHlbLHÍ±q 
   Mq WYTXY
B m Ã}XHHÒ[JÅHÂHÂ   
 Mq WYTXY
D m U×ZÅHo½loØHÙ loØ 
   Mq 
0 ¦ ÚOsHtzH·gHÛp    Mq WYTXY
2 ¦ dAH¢H¤nH¥²Hub 	
   Mq WYTXY
# m Ú¥ÖiHlbLH¿\H¥   
	 ÇÆ RV>U
 m È»HljHaÏHºÖ    Mq 
 ¦ cmsHÛpHÛp   	 Mq WYTXY
 m ÂHlyxHZÅH   
	 Mq WYTXY
9 ¦ GH¤n­ÅH 
   ÇÆ RV>U
 ¦ ¶|HB    ÇÆ WYTXY
8 m ¾°HM¤nHÃM¤nHPLQZ    ÇÆ RV>U
" m ~}HÑ§Ht³^WHk   
 ÇÆ WYTXY
! ¦ ¤nH¼HÌHÔ¬ 	
   ÇÆ WYTXY
A ¦ ÃM¤nHBHlxHÚ{HV«§    Mq RV>U
 m ±}HÚ¥ÖiH§¥H©\SC   
 ÇÆ RV>U
C ¦ TUKHH¤fckHGHtz 
	   ÇÆ RV>U
. m Ú¥ÖiH_¥§HV«§   	 ÇÆ WYTXY
 ¦ ÁHljHËnHV£xHµ¡HÑ§HÀÃ    ÇÆ WYTXY
 m iHµ¡HVUKHÐRJ§    Mq WYTXY
7 ¦ ]Yw~kbH¤n  ÇÆ WYTXY
1 m ]YwHHÍH`}  ÇÆ 
  ¦  Mq 
  ¦  Mq 
表 4−3−2-1 ヒアリング調査結果一部 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	










501.9 万円であり、25〜35 歳の女性の平均年収は 414.6 万円である。今回のヒアリング
調査者の 29 人の平均年収を計算したところ、505.4 万円という結果になり、男女別で見
ると女性の平均年収は 550 万円に対して、男性の平均年収が 478.6 万円である。ここ
で、平均年収と性別を分割線によって、4 つのタイプに分ける。A は年収が平均値を上回
る女性タイプ（6 人）、B は年収が平均値を上回る男性タイプ（8 人）、C は年収が平均
値を下回る女性タイプ（9 人）と D は年収が平均値を下回る男性タイプ（6 人）である。	
全体からみると、現在の居住形式は賃貸マンションの人が最多（37.9%）となり、
続いて 2 位は賃貸アパート（24.1%）、3 位は持ち家戸建（17.2%	）と持ち家マンション
（	17.2%）であり、もっとも少ないのは賃貸戸建（3.4%）であった。	
また、タイプ分けでみていきたいと考える。	
l A タイプの 6 人のうち持ち家マンションに居住する人が一番多く（4 人）約 7 割
を占めている。また持ち家の一人は未婚者である。	
l B タイプの 8 人のうち持ち家戸建、持ち家マンション、賃貸マンションに居住
する人数が 2 人であり、残りの 2 人は賃貸戸建と賃貸アパートに居住している。	
l C タイプの 9 人のうち 6 人は賃貸アパートに居住し、2 人は賃貸マンションに
居住し、1 人は持ち家戸建である。また既婚者は 2 人、一人暮らしは 3 人、同
居者と住む人は 4 人である。	
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l D タイプの 6 人のうち持ち家マンションと賃貸マンションの居住者はそれぞれ	
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図 4-4-1 調査対象の住宅の所有状況及び居住形式の年収・性別別 
図 4-4-2 調査対象別の住宅の所有状況及び居住形式 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	





u 今回のヒアリング調査で、男女別の平均年収が約 478.6 万円と 550 万円であり、平
均年収を上回る A、B タイプに注目していくと、持ち家（戸建、マンションを問わ
ず、以下も同様）の比率は平均年収を下回る C、D タイプに対し 9:4、賃貸の比率
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u また、居住形式を年収別でみると、A、B タイプの該当者計 14 人のうち、戸建住宅











u 一方、C、D タイプの該当者計 15 人のうち、戸建住宅に居住する人は 2 人、マンシ
ョンに居住する人は 6 人、アパートに居住する人は 7 人、という結果が明らかにな
った。比較的にアパートに居住する人たちの共通点としては、7 人のうち学生が１






	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	














 図 4-4-3 将来の可能な生活居住地の選択（出身地別） 
	






















	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	




	 	 まず、旧一線都市の出身の 9 人の回答を分析した結果、6 人の居住形式はマンショ




の 5 人はすべて持ち家である。また、将来の生活拠点について、上海市出身の 5 名「80
後」は日本と答えた一方、北京市出身と広州市出身の 3 人は「親孝行したい」という理
由で将来は帰国すると回答した。	
 	 	 新一線都市出身の 8 人（G、I、D、W、S、P、U、R）の回答を整理した結果、居住





	 	 二線都市出身の 5 人（c、C、Y、O、K）の回答については、やはり所有形式に関し
て、持ち家より賃貸の人が多数である。居住形式 5 人の中 2 人という結果であり、この
グループの人数は一番少ないため確定できないが、アパートに居住する比率は二線都市
出身の人から高まると推測する。	






	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	



























































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	








図 4-4-5 新一線都市 
図 4-4−6 二線都市 







































































































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	




 移動動機 対象者 
① 
学 → 仕   I、H、K、O、a、F 
学 → 仕 → 婚   J、Z、D、B 
学 → 仕 → 家   T、R、Y、W 
学 → 仕 → 同   S、U 
学 → 仕 → 同 → 婚   A 
学 → 仕 → 他   X 
② 
学 → 婚   N 
学 → 婚 → 他   C 
③ 
学 → 同   P、c、Q 
学 → 同 → 仕   V 
学 → 同 → 婚   L 
④ 
仕 → 家   M 
同 → 婚   b 
他   E、G 
	
	 	
図 4-5-1 調査対象者の移動パターン 
表 4-5-1 調査対象者別の移動パターン 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	
              第 4 章 東京圏における「80 後」の居住の実態 
	 -	73	-	
	 		表 4-5-1 をもとに、ヒアリング調査で得た 29 人の回答を 4 パターンに分け、それぞ
れを分析してまとめる。	
	 	 パターン①（18 人）	
	 	 このパターンに属する人は、まず「進学」を理由で来日後の初めての居住移動が発
生し、卒業後は帰国せずに、日本で就職することを選択したため、「仕事関係」を理由で
2 回目の居住移動を起こした。ここまで進んだ人数は 18 人であったが、その後、うち 4
人が「結婚」、4 人が「家が欲しい」、3 人が「同居人の増減」、1 人が「その他」、計 12
人がそれぞれの理由で 3 回目の移動が発生した。なお、「同居人の増減」で移動した 3 人
のうち 1 人のみ、「結婚」を理由で 4 回目の移動が発生した。つまり、「仕事」による居
住地の移動後には、世代人数の増減、婚姻状況の変化など理由で、約 6 割の「80 後」は
再び居住地を変更する。	
	 	 パターン②（2 人）	











	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	




	 	 このパターンに属する 4 人は「進学」による居住地の移動は発生していなかった。
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第 5 章 まとめ 
 5-1 各章の整理 


















	 	 第 3 章では、	戦後の在日中国人の居住の特徴について述べた。第二次世界大戦後、
日本の入国管理政策の緩和と「留学生 10 万人を受け入れ」政策の影響により、80 年代
から日本で技術を習得するために来日した中国人が増加し、主な居住地は新宿区と豊島	
	
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	




























	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	

















	 まず、結婚を理由として居住地を移動した「80 後」は合計 8 人であり、またこの 8
人の所有形式はすべて持ち家であることが判明した。ただし、この 8 人の年収にばらつ
きがあるが、年収 800 万円を超えた割合は半分以上である。それに対し、配偶者または




	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	




島区であるが、実際はその 2 区に限らず、新な集中居住地が誕生したのではないか。	 	










	 1980 年から 2000 年までの在日中国人の多い区部は豊島区、新宿区、江戸川区、中
野区、板橋区、北区、足立区であり、それは「60 後」、「70 後」の人口流入と考える。







	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	





	 	 本研究では、近年東京圏の在日中国人の分布を把握し、さらに「80 後」を研究対象
に絞り、彼らは日本での居住歴を分析した上、居住動向、移動パターンをまとめた。ま
た第二次世界大戦後から来日した中国人の居住地の分布及び変化を先行調査で収集し、
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